



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































学年 勧告されたコース コー 型
８－９
情報伝達のシステム
建設のシステム
製作・製造のシステム
運輸のシステム
各学期ごとに
コースを選ぶ
６～７ 産業及び技術的システムへの導入
必修コースは全
生徒に共通
204金沢大学教育学部紀要（教育科学編） 第38号平成元年
（日本の約10単位相当）に及んでいる。また，
コンピュータ科学，技術教育，職業教育を卒業
要件とする州は必修選択とはいえ3/5の州にわ
たっており，ニューベーシックにテクノロジー
が加えられていることを裏付けている。
を希望するであろう。他の職業のコースを専攻
できるようになっていることが大切である。
（上級）
職業教育
単科大学又は
中等後教育 生涯教育テクノロジーの適用性
／、
~｜「
、ｒ／１ 八Ⅱ
技術教育の動向について見るとインダストリ
アルアーツから技術教育（テクノロジー重視）
への移行期にある。
アメリカ・インダストリアルアーツ協会（Ａ
ＩＡＡ＝AmericanlndustrialArtsAssocia‐
tion）が改名`し，InternationalTechnology
EducationAssociationとなったことは象徴的
なことといえる。
ＡＩＡＡ（現ＩＴＥＡ）の主要メンバーは技
術教育の再構築のための理論構成に取り組んで
おりその主なものを三例を紹介した。一つは，
技術の発達段階を追いながら「テクノロジーを
反映したカリキュラム」を提案し，その二は，
技術の発達段階と国際化を縦と横の軸として，
技術教育のカリキュラム構成の枠組を示した。
その三は，小，中，高一貫のＡＩＡＡの機関の
勧告の技術教育案を提示している。
紙幅の関係で紹介できなかった翻2'世紀にむけてのテクノロジー教育の行動計画を示して
いる。また，「数学,理科との接続する技術教育」
を進める泰斗ﾏｰﾚｲ（D鍋澱aley)を中心とする科学技術教育派の提言について紹介でき
なかった。別の資料でも，技術教育の教科名が，
インダストリアルアーツから，テクノロジー，２４）
エデュケーションに移行しつつあることを示し
ている。
これに比し，我が国においては，小学校に技
術科がなく，中学校の技術・家庭科に「'情報基
礎が導入されることとなったとはいえ，男女平
等の確保のために指導時数は半減し，高校にお
いては技術教育の教科さえ設定されていない。
日本では，家庭科が高校で必修化されたが，技
術科こそ必修化されなければならなかった。高
度情報化社会にむけての教育として大きな課題
Ｉ
図５技術教育とキャリアパス
最終的に技術教育は，技術社会によりよく生
きぬくために履修する。望むらくば，幼稚園か
ら高卒まで技術を学ぶことにより，生徒が生涯
教育を模索することである。
３考察一まとめと課題
1980年代の前半，アメリカにおいては，教育
改革論の嵐の中にあったといえよう。教育の量
と質，特に卓越性を求める様々な勧告や報告書
を提出された。
我が国においては，基礎学力の重視の方向と
受けともるとともに，画一的な教育への反省が
打ちだされた。
アメリカにおける教育改革は，英語，数学，
理科，社会の重視と受けとられがちであるが，
それらを含め，コンピュータ科学をはじめとし
た科学及びテクノロジーへの配慮が色濃く打出
されている。
また，地域別（州，学区）個人別と多様化が
水準の確保を危うくしているとする考え方に
立って，共通化，コア学習，コア・スキルなど
選択・多様化を修正する方向に進んでいるよう
に思われる。
「危機に立つ国家」「ハイスクール」などの教
育改革の提言が発表された前後の高校卒業要件
の引きあげは,平均でおよそ２カーネギー単位，
弁心弁
９～
1２
６～
幼
９
－ケ
６
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を残しているといえる。
しかしながら,鞭大学協会･技術･職業・
職業指導部門の提言をよりどころとして，現代
社会における技術の進展に対応できる国民形成
の!ための教育の一環として，技術教育のカリキ
ュラムを構築する必要がある。
産業技術教育学会の年次大会には，カリキュ
ラムの改善に訓》１戸各分野(領域)の改善案
が提案されているが，全体の骨組(Framwork）
を材料，エネルギー，情報，加工などを中核と
して構想し,理論的な検討を続ける必要があり，
この際，先進諸外国におけるカリキュラム構成
を参考にしていく必要がある。
択の自由東信堂１９８７．
８）天野郁夫他：教育は「危機」か－日本とアメリカ
の対話有信堂１９８７．
９）前掲６）ErnestL・Boyer:HighSchoolpp81～83.
10）ｄｉｔｔｏｐｐ９４～137.
11）ｄｉｔｔｏｐｐｌＯ６～201
12）今村令子：教育は「国家」を救えるか東信堂ｐＰ
ｌ３２～133表11より．
13）同上ppl76～177の表17｢州別に見た卒業要件の引
き上げ状況」より算出
14）OfficeofEducationalResearch＆Improvement
U・SDepartmentofEducationCenterforStatis‐
ｔｉｃｓ：DigestofEducationStatisticsl985-86p73
～７５Minimumcourserequirementofhigh
Schoolgraduation,bystate
l5）Hales,ＪＡ＆SnyderＪ・Ｆ：Jackson,sMillIndus、
trialArtsCurriculumtheory．Ｗ、Ｖ：Fairmont
StateCollege
l6）ＡＩＡＡ：TechnologyEducation-APerspective
onlmplentationl985.
17）KennethPhillips：AProgressionofTechnology
inlndustrialArtsEducationl985
18）Ronald.Ｄ・Ｔｏｄｄ：TechnologyEducation---An
IntemationalPerspectivel985.
19）AIAACurriculumCommittee：TechnologyEdm
cation---ADirectionfortheProfessionl985
20)ＡＩＡＡ：TechnologyEducationPrograminAction
1985.
21）DonaldMaley：InterfacingMath,Science,Tech
nologyEducationl984
22）DonaldMaley：TechnologyEducation--Chal
lengesandOpportunities1987,4.
23）Donald,MaleymntegratingMathandScience
intoTechnologyEducationl987,5.
24）IndustrialEducation：StatusoflndustrialArts
Namel988，１．
２５）全国教大協技術・職業・職業指導部門：小・中・高
一貫の技術教育の確立のための提言1984.
26）日本産業技術教育学会：第27回全国研究発表大会講
演要項集1987.
27）同上第28回大会1988.
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